様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　２０２４年　３月１３日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）じんずほーるでぃんぐす
一般事業主の氏名又は名称 株式会社ジンズホールディングス
（ふりがな）たなか　ひとし
（法人の場合）代表者の氏名 田中　仁 印   
住所　〒371-0046 群馬県前橋市川原町２丁目２６番地４

法人番号　7070001001538　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	有価証券報告書

	公表日
	２０２３年１１月２９日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	コーポレートサイトにて公開
トップページ＞投資家情報トップ＞有価証券報告書
https://jinsholdings.com/jp/ja/ir/library/financialreport/
36期有価証券報告書　10-12ページ
経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
https://pdf.irpocket.com/C3046/gX9u/R2ZJ/yoc1.pdf

	記載内容抜粋
	・経営ビジョンである「Magnify Life」を定義。
・会社の基本方針として、市場環境の変化を踏まえた、商品・店舗・デジタル戦略を策定。優先的に対処すべき事業上の課題の一つとしてデジタルトランスフォーメーションの推進を定めている。
・「MAgnifay Life」の実現のために、顧客価値向上及び業務効率化に向け、より高度なデジタル活用施策を進めていくことをデジタル戦略として定めている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公開文書である有価証券報告書にて公表




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 有価証券報告書
2 デジタル戦略
3 メガネを試着・検討しやすくなる独自の最新デジタルサービスを２０２１年９月１６日（木）よりついに導入

	公表日
	1 ２０２３年１１月２９日
2 ２０２１年１１月５日
3 ２０２１年９月１５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 トップページ＞投資家情報トップ＞有価証券報告書
https://jinsholdings.com/jp/ja/ir/library/financialreport/
36期有価証券報告書
12ページ　④デジタル化の推進
https://pdf.irpocket.com/C3046/gX9u/R2ZJ/yoc1.pdf
2 トップページ＞企業情報
コーポレートサイト：デジタル戦略　https://jinsholdings.com/jp/ja/company/digital/
3 ジンズトップページ＞お知らせ一覧
https://www.jins.com/jp/topics_detail.html?info_id=346

	記載内容抜粋
	1 従来のECサイトでの販売やアプリの活用に加え、店舗とネットの利点を組み合わせた新しいサービスの開発や、資本提携をしたデジタルアイウエアカンパニーの保有するバーチャル試着及び拡張現実技術の利用による利便性の高い顧客体験を開発している。
2 「最高の顧客体験の実現」を目的とし、具現化に向けた５つの基本アプローチと、６つの重点領域を定義
3 データ活用を組み込んだ具体的な取り組みとして、「似合うメガネが分からない」を解消するサービスとして、「JINS BRAIN2」を導入した事例を示す。店頭に設置したiPadやお客様ご自身のスマートフォンから利用が可能。
「JINS BRAIN2」はAIの精度を向上し、顔の雰囲気だけでなく顔型も細かく判別し似合い度を瞬時に判定。さらに店頭もしくはオンライン上の在庫から似合うメガネをランキング形式でオススメしてくれる提案機能を新搭載。これにより“自分に似合うメガネが分からない”という多くのお客様の悩みを解消。
（補足）上記は、自社で保有する顧客、在庫、売上情報など数多くのデータを活用した顧客向けの価値創出の取組であるとともに、顧客に対しより効果的な商品提案を、より効率的に行う取組でもある。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 取締役会の承認を得た公開文書である有価証券報告書にて公表
2 経営会議および取締役会にて承認の上、公表
3 経営会議および取締役会にて承認の上、公表



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 トップページ＞投資家情報トップ＞有価証券報告書
https://jinsholdings.com/jp/ja/ir/library/financialreport/
36期有価証券報告書 44ページ
https://pdf.irpocket.com/C3046/gX9u/R2ZJ/yoc1.pdf
2 トップページ＞企業情報
コーポレートサイト：デジタル戦略　https://jinsholdings.com/jp/ja/company/digital/

	記載内容抜粋
	1 体制・組織
・CEOをトップとするDX推進委員会を設置
・デジタルトランスフォーメーションの推進をミッションとする部門であるデジタル本部を設置し、責任者として最高情報責任者（CIO）を任命。
2 人材の育成・確保
重点領域の一つとして「デジタルリテラシーの学習環境を整備」を定義。従業員全員がより高い生産性を保てるような、デザイン思考・アジャイル開発・データ分析のようなデジタルリテラシーを学べる環境を整備。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 トップページ＞投資家情報トップ＞有価証券報告書
https://jinsholdings.com/jp/ja/ir/library/financialreport/
36期有価証券報告書　10-12ページ
https://pdf.irpocket.com/C3046/gX9u/R2ZJ/yoc1.pdf
2 トップページ＞企業情報
デジタル戦略　重点領域
https://jinsholdings.com/jp/ja/company/digital/

	記載内容抜粋
	1 デジタル戦略の具体施策として、ECサイトでの販売、アプリの活用による利便性の高い顧客購買体験の提供。デジタルトランスフォーメーション推進の一環として、フランスのFitting Box社との資本業務提携、本部の商品管理・業績管理業務のデジタル化を実施。
2 重点施策として、「オープンイノベーションの推進」、「デジタルリテラシーの学習環境を整備」、「クラウドネイティブなアーキテクチャへ刷新」、「サイバーセキュリティとBCP対策」を実施



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	有価証券報告書


	公表日
	２０２３年１１月２９日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	トップページ＞投資家情報トップ＞有価証券報告書
https://jinsholdings.com/jp/ja/ir/library/financialreport/
36期有価証券報告書　11ページ
（３）目標とする経営指標
https://pdf.irpocket.com/C3046/gX9u/R2ZJ/yoc1.pdf

	記載内容抜粋
	・外部に公開している指標は、有価証券報告書に記載している連結業績における営業利益及び売上高営業利益率、自己資本当期純利益率。
・デジタル施策の実現による顧客価値創出の結果として売上が向上、デジタルテクノロジーやデータ活用による効率性の向上により、営業利益および営業利益率の向上につなげる考え方に基づく。デジタル戦略の達成状況は施策ごとの投資対効果をDX推進委員会にて定期的にモニタリングを実施している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	２０２１年１１月５日


	発信方法
	デジタル戦略のホームページにて公開
トップページ ＞ 企業情報 ＞ デジタル戦略
1 CEOメッセージ
https://jinsholdings.com/jp/ja/company/digital/message/
2 執行役員デジタル本部長メッセージ
https://jinsholdings.com/jp/ja/company/digital/ctocio-message/

	発信内容
	1 CEOメッセージ
デジタルでジンズを超えていく。自らの成功体験を自己否定し、人の生活に根ざし、人の生活に「なじむデジタル」を目指す、高い目標を宣言。
2 執行役員デジタル本部長メッセージ
デジタルは手段、動かすのは私だ。デジタル戦略及びITデジタルの取り組みの主要テーマの紹介。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０１９年６月頃　～　現在


	実施内容
	・ITデジタル部門にて年次でITデジタル中期計画を策定、自己診断及び事業部門からのヒアリングにより、情報システムの課題を把握し、経営会議およびDX推進委員会にて報告する運用を実施。
・2021年8月より、DX推進指標を採用したより包括的な自己診断および情報処理システム、データ・デジタル技術活用の課題の把握を実施（DX推進指標については、自己診断結果入力サイトより提出）。社外取締役を含む経営層で、課題共有及び今後のロードマップを議論・承認するプロセスを実践中。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２０１８年５月頃　～　現在


	実施内容
	・情報セキュリティ委員会の設置
・情報セキュリティの社内規定の策定
・第三者機関による定期的な監査の実施
・CSIRTの設置
https://jinsholdings.com/jp/ja/sustainability/service/03/




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

